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【要旨】 
東日本大震災が発生してから 2 年が経過した。にもかかわらず復興は十分に進んでおらず、

震災は人々の心理面にも依然として大きな影響を与え続けている。本稿では、東日本大震

災発生前後の人々の主観的な幸福度や生活満足度の変化のありかたを分析する。従来の幸

福度の研究では、人々の主観的な幸福感や生活満足度は、同じような動きをするとみなさ

れ、両者が区別して分析されることは少なかった。ところが、東日本大震災発生の約 3 か

月後の時点で、生活満足度が下がったと回答した人は全国で 14.5％であるのに対し、幸福

感が下がったと回答した人は 4.5%であった。また生活満足度が不変であったり、下がった

りしていても、幸福感が上がったと回答した人たちが全サンプルの約 14％を占めており、

両者に異なる動きが観測された。分析の結果、東日本大震災に関連した寄付を行った人に

ついては、生活満足度が不変であっても幸福感が上昇している傾向があることが統計的に

有意に示された。また、東日本大震災前から生命保険に加入していた人については、生活

満足度が下落しているが幸福感が上昇している傾向が統計的に有意に認められた。これら

の結果のひとつの解釈として、主観的幸福感は生活満足度よりも利他性や他者との絆に関

連する面が強いものとして捉えられるのではないかと考えた。 
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第１節 はじめに 

 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災から 2 年が経過した。にもかかわらず復興が

十分に進んでいない地域は多く残されており、震災は人々の心理面にも依然として大きな

影響を与え続けている。石野他（2012）で、われわれは大震災後に幸福感が変化した人た

ちの中では幸福感が上がった人たちの方が多いこと、また利他性が上がった人たちが多い

ことを指摘し、Ishino et al. (2012)では、操作変数法を用いて利他性の上昇が大震災の被災

者に対する寄付を引き起こし、寄付をすることが幸福感の上昇を引き起こすといった分析

結果を得た。 
本稿では、主に 2011 年 6 月に実施した第 1 回東日本大震災特別調査の回答を使用して、

震災発生前後の日本人の主観的な幸福感と生活満足度の変化のありかたがどのように異な

ったかを分析する。1この調査では大震災直前の 2011 年 2 月と回答時点の「現在」の 2 時

点について「全体的に見て、最近の生活に満足いている」という生活満足度に関する質問

と、「全体的に見て、自分は幸福だと思う」という幸福感に関する質問に対して、0(あては

まらない)から 100（あてはまる）までの 10 ポイント刻みの 11 段階の数値で答えてもらっ

た。個人間の主観的幸福度の比較が理論的に可能かという問題に対処するため、石野他

（2012）、Ishino et al. (2012)の幸福感の分析と同様に、本稿でも、幸福感と生活満足度の

変化の数値そのものを分析するのではなく、回答を「上がった」「変化しなかった」「下が

った」の３つの場合に分けて分析している。 
従来は、人々の主観的な幸福感や生活満足度は、同じような動きをすると考えられ、両

者が区別して分析されることは少なかった。2ところが、この調査では両者に異なる動きが

観測された。例えば、東日本大震災発生から約 3 か月後の時点で、生活満足度が 2 月の時

点よりも下がったと回答した人は全サンプルの 14.5％であるのに対し、幸福感が下がった

と回答した人は 4.5％であった。また生活満足度が不変であったり、下がったりしていても、

幸福感が上昇したと回答した人が全サンプルの約 14％を占めていた。 
多項ロジットによる回帰分析の結果、東日本大震災関連の寄付を行った人については、

生活満足度が不変であっても幸福感が上昇している傾向が統計的に有意に認められ、寄付

をしなかった人にはそのような傾向はみられなかった。また、東日本大震災前から生命保

険に加入している人については、生活満足度が下落しているが幸福感は上昇しているとい

った傾向が統計的に有意に認められた。これらの結果のひとつの解釈として、主観的幸福

感は生活満足度よりも利他性や他者との絆に関係する感覚を捉えている面があると考えら

                                                  
1 本稿は Ishino et al. (2013)の研究の準備的結果の主要な部分を報告する。 
2 例えば Bok(2010, p.9 脚注)によれば、幸福感と満足度は意味が異なるが、研究者たちが

発見したことは、あなたは人生で「どれくらい幸福か」と聞かれても、「どれくらい満足し

ているか」と聞かれても、人々は同じような回答をするということだった、と述べている。 
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れる。 
 本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では最近の幸福概念や幸福に関連する様々な概

念の捉え方に焦点をあてる関連文献を概観する。第 3 節ではデータの概要を説明し、幸福

感と生活満足度の震災前後の変化のありかたや記述統計量を報告する。第４節では回帰分

析の結果を説明する。第 4 節で結果の考察を行なう。第５節では、結果の考察と背景とな

るモデルを説明し、最後の節では、結論と今後の研究課題について述べる。 
 
第２節 関連文献 

 
従来は、人々の主観的な幸福感や生活満足度が区別して分析されることは少なかったが、

最近の幸福度の研究では、これらの幸福関連指標の違いについての研究が増えつつある。

このような趨勢の背景にあるのは、幸福概念をより厳密に議論したのちに個々の研究で明

らかにされる幸福の側面についての分析を進め、理解を深めようといった意識の高まりが

ある。Frey(2008,p.5)は 3 つの幸福概念をあげている：（１）心理学で肯定的、否定的な情

動として言及される喜びと楽しみの瞬間的な感情、（２）生活全般に対する満足感、（３）

エウダイモニア、あるいは「善き生」と呼ばれる自分の潜在的能力を開発し能力を十分に

発揮することによって得られる人生の質。（１）の幸福概念は楽しみ、喜び、悲しみ、怒り

などの快い感情と不快な感情の頻度と強度に関わる感情的な質であり、本稿では感情的幸

福感と呼ぶ。（２）の幸福概念は、自分の生活の消費と余暇の状態を評価する経済学で研究

されてきた効用の概念に対応する面があると考えられており、人生や生活全般などについ

ての評価で捉える。（３）のエウダイモニアはアリストテレスが用いた概念で「善く生きる」

「善く行っている」とほぼ同義である（中畑 2008、p.621）と考えられる。エウダイモニ

アを達成するためには、徳を実践して習慣づけることによって獲得し、徳を活用して生き

る必要がある（Aristotle 1925, Book II.1, Sandel 2009, chapter 8）。 
Kahneman and Deaton (2010)は、（１）の概念で捉えた感情的幸福感と（２）の概念で

捉えた生活満足度の関係を分析している。彼らは（１）の概念で捉えた感情的幸福感につ

いては、回答者に前日経験した楽しみ、怒り、悲しみ、ストレス、心配などの感情を聞く

ことによって測定している。（２）の概念で捉えた生活満足度については、Cantril’s 
Self-Anchoring Scale を用いて測定している。これは回答者に現在の生活を、0 を「あなた

にとって可能な最悪の生活」、10 を「あなたにとって可能な最善の生活」として 11 段階で

評価してもらう測定方法である。アメリカ合衆国居住者を対象にしたギャロップ社のデー

タを用いると、高所得者では所得が一定限度以上高くなるとそれ以上は感情的幸福感が上

がらないのに対し、生活満足度については、高所得者についても所得の対数の上昇に伴っ

て上昇することが示される。 
これに対して、Kahneman and Deaton (2010)が用いたように回答者にさまざまな感情を

聞く質問ではなく、われわれの分析では「全体的に見て、自分は幸福だと思う」といった
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直接に幸福感に関する質問を用いている。このような幸福感に対する質問への回答は、生

活満足度の質問への回答に比べて、所得との相関が低いことが報告されている（Veenhoven 
and Hagerty 2006, Howell and Howell 2008, 樋口・何 2013 など）。つまり、このような

質問の形式をとった場合でも、幸福を聞くか生活満足度を聞くかによって、両者には異な

る側面が観察されるのである。 
現実には、「全体的に見て自分は幸福だと思う」という質問は、（１）－（３）の全体を

何らかの意味でバランスさせて答えると考えられる。バランスのさせ方は回答者の属する

文化やその時の状況によって、幸福をどのように考えているか、という幸福に関する世界

観3にも影響されるであろう。物質的満足感が重視される近代的な世界観のもとでは、幸福

感と生活満足度は、それぞれが（１）と（２）を測り、それぞれが部分的には連動した動

きをするかもしれないし、あるいは、両者ともが（２）を測り、両者は同様な動きをする

かもしれない。しかし、東日本大震災のように、価値観を含む世界観を揺さぶるような出

来事の直後には、主観的幸福感についての質問は（３）の側面を測り、（２）を測定する生

活満足度への質問とは異なる動きをするかもしれない。本稿では、このような幸福概念の

多元性という視点を持ちながら分析結果の解釈を行っていく。 
 
第３節 データ 

 
以下では、2011 年 1 月に実施された慶應義塾家計パネル調査 2011 年版 (KHPS2011) およ

び日本家計パネル調査 2011 年版 (JHPS2011) に加え、東日本大震災の発生に伴って実施さ

れた第 1 回震災特別調査を用いて実証分析を行う。KHPS は 2004 年から開始された家計調

査であり、JHPS と同様に同一個人を毎年追跡調査したパネル・データである。各家計の経

済的属性および人口学的属性などについて詳しい調査を行っている。調査対象者について

は、調査開始時点で日本全国の満 20 歳から 69 歳の個人を層化 2 段抽出法により選定して

いる。第 1 回震災特別調査は、東日本大震災から約 3 か月後の 2011 年 6 月に実施され、同

1 月に実施された KHPS2011 および JHPS2011 の 6190 名4の調査対象者に対して、東日本大

震災の被災状況、震災前後の価値観や行動の変化、情報収集の方法、対象者の就業、健康

状態、収入・支出、資産蓄積および住宅の現状と変化などについて、調査を行ったもので

ある。回答者数は合計で 4215 名であり、回答率は 68.1%だった。 

第 1 回震災特別調査では、生活満足度と幸福感を調査している。まず、震災前の 2011 年

2 月時点の生活満足度と幸福感を、調査対象者に回顧して回答してもらっている。続いて、

震災後にあたる調査時の現在である 2011年 6月の生活満足度と幸福感について答えてもら

                                                  
3 世界観という言葉は哲学と文化人類学の分野でさまざまに定義されているが、本稿では世

界観を Hiebert (2008, pp.25-26)に従って、「ひとつの人々の集団が生活を秩序づけるため

に用いている、現実の性質に関しての、認識、感情、判断に関する、基礎的な仮定と枠組

み」と定義する。 
4 内訳は、JHPS が 3160 名、KHPS が 3030 名になっている。 
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った。各人の生活満足度については、「全体的に見て、最近の生活に満足している」という

質問のもとに調査を行っている。各調査対象者は、2 月時点と 6 月時点において、この質問

に対してどの程度自分が当てはまるのかを、10 区切りで示される 0 (あてはまらない) から

100 (あてはまる) までの 11 段階の数値の 1 つを選んで回答している。同様の質問形式を用

いて、各人の幸福感については、「全体的に見て、自分は幸福だと思う」という質問のもと

に調査を行っている。個人間比較の問題から、回答された数値そのものよりも、震災前後

の水準の変化の方が、震災の影響を分析するうえで、重要であると本研究では考えている。

ゆえに、2 月と 6 月で値がどのように変化しているかを分析する。 
 第 1 回震災特別調査では、詳細な個人属性について調査を行わなかった。そのため、本

研究では、KHPS2011 と JHPS2011 からその情報を補完している。分析で用いられている

世帯年収や各金融資産の保有額といった経済的属性や、年齢・性別、家族構成などの人口

学的属性が補完された属性にあたる。太平洋側の東北地域において特に甚大な被害をもた

らし、関東地方の多くの家計にも被害を与えた東日本大震災の影響を考えるにあたっては、

その居住地域についても留意することが求められる。本研究では、KHPS と JHPS の各パ

ネル調査が行われた 2011年 1月時点での各対象者の居住地域を、分析において用いている。

第 1 回震災特別調査が行われた 2011 年 6 月時点の居住地域の情報を使わなかった理由とし

ては、震災の影響で住み替えを行った家計があることが挙げられる。実際にそのような行

動をしたと観察されているのはわずかな数の対象者でしかないが、このような住み替え行

動は各人の価値観に対して内生性を持ってしまう可能性がある。ゆえに、本研究では、価

値観との内生性を考慮して 2011 年 1 月の居住地域によって分析を行っている。 
 表１は、日本人の主観的幸福感と生活満足度の変化のありかたについてのクロス集計の

結果を報告している。まず、全国のデータによる幸福感についての集計結果を見ると、震

災後に下がったと答えた回答者が 4.5％、上がったと答えた回答者が約 28％であり、残り

は変化しなかったと回答している。東北地方の被災中心地である岩手・宮城・福島の３県

についての集計結果を見ると、14.5％が下がったと回答しており、約 20％が上がったと回

答しており、残りは変化しなかったと回答している。ただし、被災中心 3 県については回

答率が相対的に低く、回答者数が少ないため、特に慎重な解釈が必要である。回答できな

かった人々の中には自身が被災したり深刻な被害を受けている人が含まれると考えられる。

従って、サンプル・セレクション・バイアスは、被災中心 3 県では、幸福感が下がった人

の割合を少なくする方向に働くと考えられる5。 
 次に、全国データによる生活満足度についての集計結果を見ると、震災後に下がったと

答えた回答者が 14.5％、上がったと答えた回答者が約 20％であり、上がったと回答した人々

の割合が下がったと回答した人々の割合を上回っている。しかし、東北地方の被災中心地

である岩手・宮城・福島の３県についての集計結果を見ると、約 41％が下がったと回答し

ており、上がったと回答した回答者の割合約 23％を大きく上回っている。このため、震災

                                                  
5 幸福感の震災前後の変化の分布については、詳しくは石野他(2012)を参照のこと。 
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前後の日本人の幸福感の変化のありかたと生活満足度の変化のありかたには、異なる点が

あるとまとめることができる。実際、両者の相関係数を求めると、全国データで 0.407、被

災中心 3 県で 0.621 であった。 
 表２では記述統計量を報告している。表から、本人が被災しているという回答者は全回

答者の 1％であり、知人や家族が被災しているのは 37％であることがわかる。東日本大震

災に関連して寄付をした回答者は 74％にも上っており、物資を支援した回答者は 12％であ

った。また、回答者の 50％は男性であり、全回答者のうち配偶者を有する人の割合は 80％、

子供のいる回答者は 64％であった。世帯年収の平均は 524 万円、金融資産保有額の平均は

3174 万円、負債額の平均は 552 万円であった。回答者の 82％は生命保険に加入しており、

40％は地震保険に加入している。 
 
第４節 分析と結果 

 
本研究では、震災の前後で生活満足度の水準が「上がった」、「変わらなかった」、「下が

った」という 3 つの動きと、幸福感の水準が「上がった」、「上がらなかった」という２つ

の動きに分けて、被説明変数を３ｘ２＝６通りとして回帰分析を行う。幸福感については

「変わらなかった」と「下がった」を一つにまとめて「上がらなかった」としている。こ

れらを別々に分析しようとすると 9 通りの被説明変数を設定できるが、幸福感の水準が「下

がった」という回答者数が少なかったため、分析上、これらの回答者は「変わらなかった」

と答えた回答者と同じカテゴリーにまとめた。これらの６通りの動きが生じる決定要因を

明らかにするために、本研究では多項ロジット回帰分析を採用する。多項ロジット・モデ

ルを採用したのは、価値観の変化を線型的には捉えられない可能性を考慮したためである。

表 1 に示されているように、全国では生活満足度と幸福感が「変わらなかった」人の割合

が多く、この変化分が 0 であるということを考慮した推定を行うことの意味が認められる。

ただし、上記のようなサンプル分布の問題を考慮して、本稿の実証研究においては、被説

明変数を 6 通りとした多項ロジット・モデルによって、これらの動きの決定要因を探る。 
生活満足度と幸福感の 6 通りの変化を被説明変数とした回帰分析の結果を表３と表４に

報告する。表３は幸福感が「上がった」回答者について、表４は幸福感が「上がらなかっ

た」回答者について、それぞれ生活満足度が「下がった」、「変わらなかった」、「上がった」

の 3 通りに分けた場合の推定結果を３つのパネルで報告している。係数の推定結果につい

ては、より解釈を行い易くするために、限界効果を記載した。10％よりも高い水準で有意

である結果を以下説明する。 
表 3 は、幸福感が上昇したケースに焦点をあてた場合の推定結果を報告している。上述

の通り、生活満足度の震災前後の変化のありかたにより、３つの異なるパネルが報告され

ているが、まず、生活満足度が下落しているにもかかわらず幸福感が上昇しているといっ

たカテゴリーに注目して分析結果を検討したい。表から、東日本大震災発生以前から生命
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保険に加入していた人、および関東地方居住者については、生活満足度が下がっているが

幸福感は上昇している傾向が認められることになる。つまり、生命保険加入者や、関東地

方居住者は、相対的には物質的な要素を測る性質が強いと思われる生活満足度が低下して

いても、より精神的な面を反映する思われる幸福感が上昇している可能性が高いことにな

る。逆に、持ち家保有者と年齢が高い人はこのカテゴリーに属する確率が低いことになる。 
次に、表 3 の幸福感が上昇したケースのうち、生活満足度が不変のカテゴリーに注目す

る。まず、東日本大震災に関連して寄付を行った人と居住世帯員数が多い人はこのカテゴ

リーに属する可能性が高いことが確認される。つまり、東日本大震災に関連して寄付を行

った人や居住世帯員数が多い人は、生活満足度が不変であっても、より精神的な満足感を

測る面が強いと思われる幸福感が上昇している可能性が高いのである。このカテゴリーに

関しては、この 2 つの変数についての推定結果だけが統計的に有意であり、かつ、寄付ダ

ミーに関するものが最も統計的に有意であったことに注目されたい。表 3 の 3 つ目のカテ

ゴリーは、生活満足度と幸福感がともに上がったケースである。このカテゴリーに関する

推定結果についてはまず、地震保険ダミーと本人被災ダミーの交差項の係数の限界効果の

和が正であるため、本人が被災したが地震保険に加入していた場合は、生活満足度と幸福

感がともに上がる確率が高いことがわかる。逆に、地震保険に入っていたが本人が被災し

なかった場合、より年齢が高い人、男性、中部・北陸地方居住者、近畿地方居住者は、こ

のカテゴリ―に属する確率が低いことになる。 
表４は、幸福感が上昇しなかったケースに焦点をあてた場合の推定結果を報告している。

この表でも、生活満足度の震災前後の変化のありかたにより、３つの異なるパネルが報告

されている。この表でもまず、生活満足度が下落しているカテゴリーについての推定結果

に注目すると、表から、負債額が大きい人、東北地方の被災中心 3 県の居住者、関東の居

住者がこのカテゴリーに属する確率が高いことがわかる。また、北海道居住者は、このカ

テゴリーに属する確率が低いことがわかる。次に、幸福感が上昇せずかつ生活満足度が不

変のケースに注目した推定結果を見ると、寄付をした人、生命保険に入っていた人、別居

していた世帯員数が多い人、KHPS データとの比較で JHPS データの回答者はこのカテゴ

リーに属する確率が低いことがわかる。より年齢が高い人、男性、北海道居住者、近畿地

方居住者、中国地方居住者はこのカテゴリーに属する確率が高く、生活満足度は不変で幸

福感も上昇していないことがわかる。最後に、幸福感が上昇しなかったが生活満足度が上

昇したケースの推定結果を検討する。ここでは、負債額が大きい人、年齢がより高い人、

男性、中部・北陸地方の居住者はこのカテゴリーに属する確率が低いことがわかる。逆に、

別居している世帯員数が多い人はこのカテゴリーに属する確率が高い。 
 
第５節 考察とモデル 
  
 前節の結果から、東日本大震災の前後で幸福感と生活満足度が異なった動きを説明する
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には、大震災の被災者のために寄付をしたかどうか、と大震災前に生命保険に加入してい

たかどうか、が重要な要素であることがわかる。これらの結果は、大震災後にマスコミで

強調されたような他者との絆感の重要性を示唆する。また大震災の後に生活満足度が上が

ったり、幸福感が上がった人が多いことは、これまでの日常生活の大切さに気付いた人々

が多いと解釈できる可能性がある。 
 第 3 節で説明した幸福感と生活満足度の変化のありかたと、第４節で説明した実証結果

についてはさまざまな解釈が可能であるが、議論を整理するために単純な社会的選好モデ

ルを考える。 
 

Ui(Ci-Ri)+θ(Hi)(N-1)Ui(Cai-Rai) 
 
ここで Ci は消費者 i の自分の消費、Ri は自分の消費に関する参照点、N は消費者 i の所属

グループのメンバーの人数、Cai は消費者 i を除いた所属するグループのメンバーの平均消

費、Rai は消費者 i の所属するグループ内の他者に対する参照点とする。Uiは回答者 i の消

費に関する効用関数で、Ci-Ri の増加関数であり、Ui(0)=0 とする。利他性の程度を表す θ(Hi)

は、利他性に関する人的資本 Hi の関数である。ここで消費者 i を親としてグループ内の他

者をその子供たちとすると、このモデルは Mulligan (1997)の親の子に対する内生利他性モデ

ルの一種となる。一方でグループを日本人全体と想定した場合、多くの人々は 0<θ(Hi)<1 で

あると予想されるが、仮に θ(Hi)=1 となっているとすれば、それは自分以外の日本人一人一

人を自分と同程度に大切にしている状態と解釈でき、θ(Hi)>1 であれば自分のことよりも自

分以外の日本人一人一人のことをより重視する状態であると解釈できる。すなわち、この

モデルでの θ(Hi)は、第２節で述べた幸福度概念の分類でいえば、徳の実践としてのエウダ

イモニアと関わりを持つ関数であるともいえる。6ここで消費者 i がアンケートに答えると

きに、生活満足度として Ui(Ci-Ri)の単調増加関数にもとづいて回答し、幸福感として

Ui(Ci-Ri)+θ(Hi)Ui(Cai-Rai)の単調増加関数にもとづいて回答すると仮定して分析結果を解釈

するとどのような説明ができるか以下で若干考察したい。 
このモデルを用いてまず表１の結果を解釈する。大震災の影響として何らかの理由で Ri

が低下したとすれば、Ciが不変であったり低下したとしても、Riの低下の程度よりも Ciの

低下の程度のほうが小さければ生活満足度は上昇することになる。大震災後にほとんどの

人の消費が低下するなかで表１で生活満足度が上がった人の方が下がった人よりも多いこ

とは、Ri の低下があったと解釈できる。一方で、表１で生活満足度が下がったり不変であ

っても幸福感が上がったと回答した人々がかなりの割合でいることは、θ(Hi)(N-1)Ui(Cai-Rai)

                                                  
6 Bhatt and Ogaki (2012) では、内生的時間割引のモデルで時間割引因子が１となる場合、

将来の自分を現在の自分と同程度に大切にするという意味で忍耐強さの徳を定義して徳倫

理理論に基づく政策分析を行っている。本稿の内生的利他性モデルでも、同様な分析が可

能である。 



9 
 

が上昇したと解釈することができる。大震災後に日本で国民の絆が強調されたことなどを

考えると Ui(Cai-Rai)が正であるという仮定のもとで、θ(Hi)が上昇したと考えることが可能で

ある。ただし震災後には、同時に Raiが低下している可能性も高く、それらが実際に与えた

複合的な影響については、今後より詳しく検討する必要があると考える。 

 
第６節 おわりに 
 
本稿では、東日本大震災発生前後の人々の主観的な幸福度や生活満足度の変化のありか

たについての分析結果を紹介した。従来の幸福度の研究では、幸福感や生活満足度は、通

常は同じような動きをすると考えられ、両者が区別して分析されることは少なかった。と

ころが本稿では、東日本大震災発生前後は両者に異なる動きが観測されたことが示された。

また、幸福感と生活満足度の変化のありかたからデータを 6 種類のカテゴリーに分類して

分析を行い、その結果、東日本大震災に関連した寄付を行った人については、生活満足度

が不変であっても幸福感が上昇している傾向があることが統計的に有意に示された。また、

東日本大震災前から生命保険に加入している人については、生活満足度が下落しているが

幸福感が上昇している傾向が統計的に有意に認められた。これらの結果のひとつの解釈と

して、主観的幸福感は生活満足度よりも利他性や他者との絆に関連する面が強いものとし

て捉えられるのではないかと考えられる。 
 本稿では、この震災前後の幸福感や生活満足度の変化について得られた結果について、

背景にあるモデルについての考察も行った。現段階では、このようなモデルについて厳密

な議論を展開することは難しいものの、本稿で得られた結果の一部を以下のようにまとめ

ることが可能であると考えられる。すなわち、表３でも、表４でも、生活満足度が変わら

ないカテゴリーに関する推定では、寄付ダミーの係数の限界効果が統計的に有意であった。

表３では、生活満足度が不変であっても幸福感が高まっている確率が高いことが示されて

おり、表４では、生活満足度が不変であっても幸福感が高まっていないといったケースに

相当する確率が低いことが示されている。つまり、寄付という行為が θ(Hi)の上昇をもたら

す一因となっていることを示唆する結果となっている。第 2 節での３つの幸福概念との関

係では、θ(Hi)の上昇が一時的であれば、幸福感の上昇は感情的幸福感により強く対応する

ものであり、θ(Hi)の上昇が持続的であれば、幸福感の上昇はエウダイモニアとの関連性が

より強いものではないかと考えることも可能であるかもしれない。ただし、この議論も今

回の調査のみからは、この両者のいずれを見ているのかは決定できず、長期的な調査によ

って考察していくべき課題であると考える。 
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表１　第1回震災特別調査の幸福感と満足度のクロス表

単位：人数
下がった 不変 上がった 合計

下がった 141 295 154 590
(3.5%) (7.2%) (3.8%) (14.5%)

不変 31 2,249 409 2,689
(0.8%) (55.1%) (10.0%) (65.9%)

上がった 11 217 576 804
(0.3%) (5.3%) (14.1%) (19.7%)

合計 183 2,761 1,139 4,083
(4.5%) (67.6%) (27.9%) (100.0%)

単位：人数
下がった 不変 上がった 合計

下がった 12 10 4 26
(18.8%) (15.6%) (6.3%) (40.6%)

不変 1 17 5 23
(1.6%) (26.6%) (7.8%) (35.9%)

上がった 0 2 13 15
(0.0%) (3.1%) (20.3%) (23.4%)

合計 13 29 22 64
(20.3%) (45.3%) (34.4%) (100.0%)

満
足
度

全国
幸福感

満
足
度

東北被災3県：岩手、宮城、福島
幸福感



表２　記述統計
変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値
本人被災ダミー 0.01 0.11 0 1
知人・家族が被災ダミー 0.37 0.48 0 1
計画停電実施地域ダミー 0.24 0.43 0 1
寄付ダミー 0.74 0.44 0 1
物資支援ダミー 0.12 0.32 0 1
地震保険ダミー 0.40 0.49 0 1
生命保険ダミー 0.82 0.38 0 1
可処分所得 (本調査から) 523.72 317.04 0 5200
金融資産保有額 (本調査から) 3174.26 3849.90 0 61000
負債額 (本調査から) 551.60 1224.11 0 24500
持ち家ダミー (本調査から) 0.80 0.40 0 1
対象者年齢 (本調査から) 51.53 13.81 21 85
対象者男性ダミー (本調査から) 0.50 0.50 0 1
配偶者有ダミー (本調査から) 0.80 0.40 0 1
子供有りダミー (本調査から) 0.64 0.48 0 1
居住世帯員数 (本調査から) 3.19 1.36 1 10
別居している世帯員数 (本調査から) 0.19 0.53 0 5
JHPSダミー (0=KHPS,1=JHPS) 0.48 0.50 0 1
北海道ダミー (本調査から) 0.04 0.20 0 1
東北ダミー (青森、秋田、山形) 0.02 0.15 0 1
東北被災中心ダミー (岩手、宮城、福島) 0.01 0.12 0 1
関東ダミー 0.35 0.48 0 1
中部・北陸ダミー 0.18 0.38 0 1
近畿ダミー 0.19 0.39 0 1
中国ダミー 0.06 0.24 0 1
四国ダミー 0.03 0.17 0 1
九州ダミー 0.11 0.31 0 1
政令指定都市ダミー 0.29 0.45 0 1
その他市ダミー 0.63 0.48 0 1
町村ダミー 0.08 0.27 0 1
サンプルサイズ 2615



表3:幸福感が上昇した場合の生活満足度の推定

説明変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差
本人被災ダミー 0.0366 (0.0392) -0.0007 (0.0692) -0.0918 (0.1019)
知人・家族が被災ダミー -0.0010 (0.0081) 0.0012 (0.0130) -0.0020 (0.0143)
計画停電実施地域ダミー -0.0067 (0.0116) 0.0243 (0.0180) 0.0016 (0.0200)
寄付ダミー 0.0104 (0.0101) 0.0379 (0.0151) *** 0.0046 (0.0165)
物資支援ダミー -0.0098 (0.0132) -0.0027 (0.0192) 0.0202 (0.0196)
地震保険ダミー -0.0002 (0.0086) 0.0110 (0.0133) -0.0312 (0.0151) **
地震保険ダミー*本人被災ダミー -0.0055 (0.0524) -0.0084 (0.1239) 0.2351 (0.1175) **
生命保険ダミー 0.0555 (0.0166) *** -0.0062 (0.0175) 0.0188 (0.0202)
可処分所得 (本調査から；100万円) -0.0014 (0.0011) 0.0014 (0.0020) 0.0003 (0.0030)
金融資産保有額 (本調査から；1000万円) 0.0003 (0.0010) -0.0025 (0.0022) -0.0005 (0.0022)
負債額 (本調査から；1000万円) 0.0022 (0.0029) -0.0004 (0.0063) -0.0008 (0.0063)
持ち家ダミー (本調査から) -0.0190 (0.0115) * 0.0022 (0.0184) 0.0271 (0.0203)
対象者年齢 (本調査から) -0.0011 (0.0004) *** -0.0006 (0.0005) -0.0016 (0.0006) ***
対象者男性ダミー (本調査から) -0.0059 (0.0080) 0.0153 (0.0121) -0.0677 (0.0139) ***
配偶者有ダミー (本調査から) 0.0054 (0.0110) -0.0245 (0.0175) 0.0305 (0.0204)
子供有りダミー (本調査から) 0.0070 (0.0107) -0.0026 (0.0161) 0.0100 (0.0191)
居住世帯員数 (本調査から) 0.0015 (0.0037) 0.0112 (0.0056) ** -0.0010 (0.0065)
別居している世帯員数 (本調査から) 0.0098 (0.0077) -0.0058 (0.0120) 0.0171 (0.0140)
JHPSダミー (0=KHPS,1=JHPS) 0.0109 (0.0081) 0.0072 (0.0123) 0.0014 (0.0138)
北海道ダミー (本調査から；ベースは九州ダミー) -0.0106 (0.0327) 0.0175 (0.0342) -0.0327 (0.0396)
東北ダミー (青森、秋田、山形) 0.0265 (0.0305) 0.0019 (0.0420) -0.0491 (0.0494)
東北被災中心ダミー (岩手、宮城、福島) 0.0353 (0.0410) -0.0053 (0.0633) 0.0295 (0.0626)
関東ダミー 0.0322 (0.0179) * -0.0229 (0.0239) -0.0357 (0.0259)
中部・北陸ダミー 0.0273 (0.0172) -0.0113 (0.0229) -0.0424 (0.0248) *
近畿ダミー 0.0063 (0.0186) -0.0191 (0.0230) -0.0712 (0.0261) ***
中国ダミー -0.0394 (0.0330) 0.0008 (0.0292) -0.0501 (0.0339)
四国ダミー 0.0362 (0.0242) 0.0035 (0.0375) 0.0283 (0.0386)
対数尤度
サンプルサイズ
この他に都市規模を説明変数として用いている。
***,**,*はそれぞれ1%、5%、10%の有意水準を示している。
括弧内はWhite修正済みの標準誤差を示している。

生活満足度が下がった 生活満足度変わらない 生活満足度が上がった

-3468.15
2615



表4:幸福感が上昇しなかった場合の生活満足度の推定

説明変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差
本人被災ダミー 0.0548 (0.0473) -0.0012 (0.1313) 0.0022 (0.0693)
知人・家族が被災ダミー 0.0148 (0.0129) -0.0021 (0.0202) -0.0109 (0.0095)
計画停電実施地域ダミー 0.0145 (0.0170) -0.0430 (0.0284) 0.0094 (0.0137)
寄付ダミー 0.0051 (0.0144) -0.0693 (0.0225) *** 0.0112 (0.0111)
物資支援ダミー 0.0071 (0.0181) -0.0225 (0.0301) 0.0077 (0.0132)
地震保険ダミー 0.0061 (0.0136) 0.0252 (0.0210) -0.0108 (0.0094)
地震保険ダミー*本人被災ダミー -0.1378 (0.1044) -0.1324 (0.1929) 0.0490 (0.0785)
生命保険ダミー -0.0242 (0.0170) -0.0592 (0.0271) ** 0.0154 (0.0123)
可処分所得 (本調査から；100万円) 0.0019 (0.0017) -0.0010 (0.0033) -0.0012 (0.0019)
金融資産保有額 (本調査から；1000万円) -0.0003 (0.0016) 0.0040 (0.0031) -0.0011 (0.0032)
負債額 (本調査から；1000万円) 0.0086 (0.0039) ** 0.0006 (0.0086) -0.0102 (0.0061) *
持ち家ダミー (本調査から) -0.0158 (0.0178) -0.0129 (0.0285) 0.0184 (0.0148)
対象者年齢 (本調査から) -0.0003 (0.0005) 0.0045 (0.0008) *** -0.0009 (0.0005) **
対象者男性ダミー (本調査から) -0.0078 (0.0121) 0.0811 (0.0189) *** -0.0150 (0.0089) *
配偶者有ダミー (本調査から) 0.0053 (0.0182) -0.0167 (0.0271) -0.0001 (0.0116)
子供有りダミー (本調査から) -0.0279 (0.0170) 0.0122 (0.0259) 0.0013 (0.0112)
居住世帯員数 (本調査から) 0.0037 (0.0061) -0.0100 (0.0094) -0.0054 (0.0045)
別居している世帯員数 (本調査から) 0.0149 (0.0121) -0.0501 (0.0187) *** 0.0141 (0.0068) **
JHPSダミー (0=KHPS,1=JHPS) 0.0139 (0.0122) -0.0437 (0.0190) ** 0.0103 (0.0091)
北海道ダミー (本調査から；ベースは九州ダミー) -0.1026 (0.0606) * 0.1181 (0.0599) ** 0.0102 (0.0222)
東北ダミー (青森、秋田、山形) 0.0212 (0.0476) 0.0789 (0.0722) -0.0793 (0.0538)
東北被災中心ダミー (岩手、宮城、福島) 0.1413 (0.0471) *** -0.1935 (0.1077) -0.0072 (0.0574)
関東ダミー 0.0709 (0.0265) *** -0.0286 (0.0383) -0.0159 (0.0168)
中部・北陸ダミー 0.0319 (0.0265) 0.0237 (0.0370) -0.0292 (0.0170) *
近畿ダミー 0.0080 (0.0274) 0.0944 (0.0368) *** -0.0184 (0.0160)
中国ダミー 0.0111 (0.0355) 0.1145 (0.0498) ** -0.0369 (0.0239)
四国ダミー 0.0037 (0.0466) -0.0891 (0.0635) 0.0174 (0.0230)
対数尤度
サンプルサイズ
この他に都市規模を説明変数として用いている。
***,**,*はそれぞれ1%、5%、10%の有意水準を示している。
括弧内はWhite修正済みの標準誤差を示している。

生活満足度が下がった 生活満足度変わらない 生活満足度が上がった

-3468.15
2615
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